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口

　１９９８年５月１１ ・１３日にインドが２４年ぶりに核実験を行なっ た。 公表された情報を総合すると ，

実験の態様は以下のごとくである 。

　　　　　　　　　　　　　１）
　実験名シャクティ作戦

　実験場所　ラジャスタン州タール砂漢ポカランの地中

　日　　時　１９９８年５月１１日午後３時４５分

　　　　　　１９９８年５月１３日午後Ｏ時２１分

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２）
　内容５月１１日（同時に３発）核分裂装置　威力１２キロトン
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）
　　　　　　　　　　　　　　　　　 ・熱核装置　　　　威力４３キロトン

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　低爆発力装置　　威力Ｏ ．２キロトン

　　　　　　５月１３日（同時に２発） ・低爆発力装置　　威力Ｏ ．５キロトン

　　　　　　　　　　　　　　　　　 ・低爆発力装置　　威力Ｏ ．３キロトン

（７２５）



　１０２　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４７巻 ・第５号）

　この核実験の影響については，実験場から約１０キロメートル離れたラジャスタン州ケトライ村

で， 民家の壁に亀裂が入る，実験後に鼻血，吐き気，皮膚や目の炎症が複数の村民に見られる ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　５）
池の水が混濁する，牛の乳量が減少するなどの現象が観察された 。

　こうした事態に対して，同月２８日 ・３０日 ，パキスタン ・イスラム共和国が計６発の核実験を行

なっ た。 その態様は，以下のごとくである 。

　実験場所　バルチスタン州チャガイ丘陵の地中

　日　　時　１９９８年５月２８日午後３時１６分

　　　　　　１９９８年５月３０日午後１時１０分

　内　　容　５月２８日（同時に５発）いずれも核分裂装置（原爆）で，最大の威力のもので４０－４５

　　　　　　キロトン，他は
／』・

さい 。

　　　　　　５月３０日（１発）爆発威力１４－１５キロトンの原爆 。

　両国は「核保有国」であることを宣言したが，現行の核不拡散条約はその第９条で「１９６７年１

月１日前に核兵器その他の核爆発装置を製造しかつ爆発させた国」を核兵器国と定義しており ，

核兵器の保有を公然と宣言した国の誕生はほとんと３０年ぶりのことであ った。そして，それはま

た， 核兵器の拡散を防止する上での核不拡散条約体制の有効性を根底から疑わせるものであり ，

核軍縮の展望についての根本的な再検討を求めるものであ った 。

　本稿では，イント ・パキスタン両国の対立の本質について考察し，日本の核兵器政策を含めて

核軍縮をめくる問題点を抽出するとともに，核兵器廃絶の展望について検討する 。

第１章　インド，パキスタン対立の背景

　第１節　イギリスの植民地から独立への道

　インドは第２次世界大戦後にイギリスから独立した主権国家である。イギリスとインドの関係

は１７世紀初頭に逆上る。ポルトカルとスペインの貿易独占に対抗して，１７世紀の初め，イキリ

ス・ オランダ ・フランスが相次いで「東インド会社」を設立し，国家問の対立を深めていっ た。

１７５７年，イギリスー東インド会社軍がフランスとベンガル太守の連合軍をカルカ ッタ北方のプラ

ッシーの戦いで破り ，ベンガル地方の支配権を獲得し，その後もインド全域に勢力を拡大してい

った 。

　綿 ・香辛料 ・茶などの貿易で莫大な利益を上げたイギリスは，産業革命による綿工業の発展を

背景に，インドから安価な綿花を輸入し，機械で生産した綿布を輸出する貿易で膨大な利益を上

げた。インドでは茶や阿片の生産が進められ，鉄道 ・通信網が縦横に敷かれた。１９世紀には貧困

に喘くイント人民の反乱も起こっ たが，イキリスは東イント会社を解散して直接統治方式に転換

し， １８７７年にはヴィクトリア女王を皇帝とするインド帝国を成立させた 。

　インドでは農氏を中心にイギリスの支配に抵抗する反乱が起こり ，都市の知識人や民族資本家

による民族運動も活発に展開されたが，人種や…１語の違い，ヒントゥー教徒とイスラム教徒（ム

スリム）の反目，カースト制度による亀裂など，インド人内部の対立も激しく ，イギリスはそう

した対立を利用して民族運動を抑圧した 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７２６）



　　　　　　　　　インド，パキスタンの核実験と日本の原水爆禁止運動の課題（安斎）　　　　　　　１０３

　１９１４－１８年の第１次世界大戦の中で，イギリスはインドの自立を約束したが，大戦後には約束
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）を反故にして抑圧を強めた。モハンダス ・カラムチャンド ・ガンディー（１８６９－１９４８）が非暴力抵

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　７）抗運動を主唱して民衆を指導し，１９２７年にはジャワハルラル ・ネルー（１８８９－１９６４）の指導する

国民会議派が完全独立を要求するに至 った。イギリスはヒンドゥー教とイスラム教の対立を利用

して独立運動を抑え込む方針をとっ たが，１９３５年には州を単位とする自治制度を導入するなどの

妥協を図 った。第２次世界大戦後の１９４６年２月 ，ボンベイ（現在のムンバイ）で水兵の反乱が起き

たのを契機に反英運動が拡大し，翌４７年２月 ，イギリス労働党政権はついに独立の承認に踏み切

った 。

　折からインド国内ではヒンドゥー教徒とイスラム教徒の対立が激化し，８月 ，ヒンドゥー教徒

を王体とするｒイント」とイスラム教徒の国家ｒパキスタン」の二国に分離して，イキリスの自

治領として独立した。しかし，両教徒の対立はその後も続き ，融和を説いていたガンディーは翌

４８年１月に過激なヒンドゥー教徒の手で暗殺されるに至った。やがて，インドはネルーのもとで

１９５０年に憲法を制定して「インド共和国」に，また，パキスタンは１９５６年に憲法を制定して「パ

キスタン＝イスラム共和国」となっ た。 パキスタンは東西に分離した「飛び地国家」であ ったが，

１９７１年，東パキスタンは「ハングラテシュ 人民共和国」として独且した 。

　第２節　インドとパキスタンの紛争

　インド国民の約８３％はヒンドゥー教徒である。ヒンドゥー教はインド古来のバラモン教がさま

ざまな民問信仰や仏教の教えの一部を吸収して成立した宗教である。バラモン教が現れる前のイ

ンドには，神々の讃歌「ヴェーダ」を聖典とする宗教があ ったが，紀元前１０世紀頃から祭を司る

バラモンの力が強くなり ，祭式を重視するバラモン教が成立した。バラモン教は社会のありよう

に深く関係し，バラモン（司祭者），クシャトリヤ（王族 ・武人），ヴ ァイシャ（庶民），シュードラ

（奴隷）の４つの身分を規定する「ヴ ァルナ制度」を生み出した。この制度は後に職業選択や婚

姻関係をも規定する「カースト制度」を生み出すもととなっ た。 現行のインド憲法は，その第

３４０条第１項において「性 ・宗教 ・階層による差別」を禁じているが，実情とは乖離しているた

め， 近年，経済的に恵まれないカーストに対する優遇措置が検討されてきた。しかし，中 ・高カ

ースト層からの反発が強く ，その実行には困難が伴われている 。

　一方，パキスタン国民が信奉するイスラム教は，唯一神ア ッラー からムハンマド（マホメ ット ，

　　　８）
５７０頃一６３２）に託された啓示をまとめたとされるコーランを聖典とする宗教である。１目５回の礼

拝， ラマダーン（イスラム暦第９月）の期間の日中断食，メ ッカヘの巡礼などを励行することを求

めている。イスラム教も社会のありように深くかかわ っており ，宗教儀礼の規範だけでなく ，刑

法や民法の類いに至るまで，「コーラン」の教えに基づいた「シャリーア」と呼ばれるイスラム
　　　　　　　　　　　９）
法によっ て決められている 。

　一方，ヒンドゥー教徒とイスラム教徒という異なる信仰生活を営む人々が住むインドとパキス

タンの問には，カシミール地方の帰属をめくる紛争が続いてきた 。

　この地域は，独立した時点で７７％がイスラム教徒だったが，藩王がヒンドゥー教徒であ ったた

め帰属をめぐる対立が起こっ た。 また，カシミール地方は豊かな天然資源に恵まれており ，とく

にパキスタンにとっ てはインダス川上流の水源地帯として死活的な重要性をもつ地域であり ，こ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７２７）



　１０４　　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４７巻 ・第５号）

の地域の帰属は単なる宗教的対立以上の戦略的な問題を孕んでいる 。

　１９４７年，この地域の帰属をめぐっ てインド，パキスタン両国問で武力衝突が起こっ たが，国連

が調停に入って休戦した。しかし，５７年にインドがカシミールを併合したのを契機にパキスタン

の武装ゲリラが入り ，６５年には第２次インド ・パキスタン戦争に発展した。翌６６年１月 ，ソ連の

斡旋でいっ たんは平和的解決を約束したものの，その後も火種はくすぶり続けた。そして ，１９７１

年， インドが東パキスタンの独立運動を支持する形で第３次インド ・パキスタン戦争が勃発，イ

ンドがパキスタンを圧倒し，東パキスタンは「バングラデシュ 人民共和国」として独立した 。

　カシミールをめぐる紛争は解決することなく ，今日なお続いている。インドが核実験を行なっ

た１週間後の５月２０日 ，カシミール地方の停戦ライン（実効支配線）でパキスタン軍が発砲し ，

インド軍がこれに応戦する武力衝突があ った。カシミール地方のイスラム教徒には，パキスタン

ヘの帰属を求めるクルー プのほか，両国からの独止をめさすクループもあ って，単純ではない 。

分離運動組織の本部がパキスタン内にあることも両国の摩擦の原因になっ ており ，武力衝突勃発

の危険性は常態化している。こうした状況のもとで，両国が地域紛争向きの小型の核兵器を実戦

配備することになれば，それらが使用される危険性は単なる杷憂とばかりは言い切れない 。

　第３節　インドの核兵器開発

　インドは，１９７４年５月 ，今次核実験と同じタール砂漠のポカラン実験場で初めての地下核爆発

実験に成功したが，国際社会には「平和目的のための核爆発装置」と発表された。このときの原
　　　　　　　　　　　　　　　　　１０）
爆は長崎原爆と同じプルトニウム原爆で，ボンベイ（ムンバイ）の北東に位置するトロンベイに

ある研究用の原子炉の核燃料から抽出されたプルトニウムが使われたと言われている。その後イ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１）
ンドの核技術は大幅に進歩し，核燃料サイクル全体を扱うことのできる技術をもっ ていると言わ

れる 。

　インドの核兵器開発のきっ かけは，第１に，１９６２年に中国との国境紛争に敗れたこと ，第２に ，

１９６４年に中国が核実験に成功したことだったと言われるが，第３に，東方に位置する隣国 ・パキ

スタンが核兵器を開発するのではないかという懸念も推進原因となっ た。

　インドの核兵器保有能力については，広島原爆と同規模の原爆を４～６個保有しているのでは

ないかとの評価があ ったが，１９９８年５月の核実験でインドは原爆ばかりか水爆１個を含む５個の

核兵器を用いたので，技術的にはさらに進んだ段階にあることは明らかである 。１９９５年のストソ

クホルム国際平和研究所（ＳＩＰＲＩ）の評価では，インドは核兵器８０発分のプルトニウムをもつと

されていた。しかし，『ジェーンズ ・インテリジュンス ・レビュー』の１９９８年７月号は，「インド

の潜在的な核保有能力はイキリスの現有核戦力を大幅に上回り ，中国 ・フランスに匹敵する」と

報告している。同誌は，イントの核兵器生産は王として２基の研究用原子炉が生産するプルトニ

ウムに依存していると推定し，そこから推定される核兵器保有数は２０－６０個としている。ところ

が同誌は，インドが「発電用原子炉によっ て生産される商業用プルトニウムを用いた核兵器開発

を計画している」と推定し，商業用原子炉から生産されるプルトニウムを含めると ，インドは

３９０～４７０発の核兵器保有能力があると評価している。イキリスの核兵器保有数は約２６０発，中国

は約４００発，フランスは約４５０発と推定されているので，イントの核兵器保有能力は「イキリスを

越え，中国 ・フランスに匹敵する」ということになる 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７２８）



　　　　　　　　　インド，パキスタンの核実験と日本の原水爆禁止運動の課題（安斎）　　　　　　　１０５

　インドは，また，陸 ・海 ・空の核弾頭運搬手段を開発中である。「スホイ戦闘機」はパキスタ

ンや中国との核戦争に使える能力をもっ ている。射程１５０－２５０キロメートルの短距離ミサイル

「プリトビ」は実験を終了して実戦配備が可能になりつつあり ，水上艦艇からの発射は２００１年に

も可能となる。射程が２５００キロメートルという対中国むけの中距離ミサイル「アグニ」もすでに

１９９４年に第１段階の実験を終え，「アグニｎ」の段階に進んでいる。また，潜水艦発射ミサイル

（ＳＬＢＭ）「サガリカ」は２０１０年配備にむけて開発中と言われている 。

　インドは，前政権のゴウダ内閣時代にも「核オプシ ョンを堅持する」ことを外交政策の基本に

置いていた。そして，１９９６年６月 ，国連軍縮会議第２会期で，当時交渉中だった包括的核実験禁

止条約（ＣＴＢＴ）への署名を拒否する考えを明かにした。その理由として，¢核兵器廃絶の期限

が条約に盛り込まれていないこと ，および，　ＣＴＢＴでは核爆発を伴わない模擬実験は許され

ているため，核兵器開発は依然として続くこと ，などを挙げている。この主張は，国際社会では ，

核保有国が自らの核兵器廃絶について責任ある政策を示さず，その一方でＣＴＢＴにはコンピュ

ータ ・シミュレーシ ョンや臨界前核実験などの抜け道があるという状況のもとでは一定の正当性

をもつ主張と受け取られた面があ ったが，今次核実験によっ て， それが自らの核武装のための言
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１２）
い訳に過ぎなかったことが示される形となり ，国際社会の批判を招いた。現在のバジパイ政権は

１９９８年３月に発足したが，核実験そのものは現政権発足以前から準備されていたことは明白であ

る。

　ハシパイ首相率いるイント人民党（ＢＪＰ）は１９８０年に創立されたヒントゥー至上王義政党であ

る。 もともとは北インドの上位カーストや都市部の商業関係者や自営農民を主な支持母体として

いたが，その前身は１９５１年に創立されたイント大衆連盟「シャンサン」であ った。ヒントゥー教

を基礎に青少年を教化し，梶棒を用いた格闘技や突撃訓練に励む民族義勇団（ＲＳＳ）を組織して

いる。インド人民党の幹部の大半はＲＳＳの出身で，党に対する強い影響力をもっ ている。ヒン

トゥー至上王義を掲ける勢力は ，１９９２年１２月 ，アヨーティヤー（現在のウ ソタル　プラテンユ 州の

アウド）の聖地を奪回すると称して，同地のイスラム寺院バーブリー・ マスジ ット ・モスクを破

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１３）
壊する事件を起こし，これがイント全土でイスラム教徒虐殺事件が起こるきかっけとなっ た。

　イントは公式的には「核兵器の製造能力はあるが，開発 ・保有はしない」と言明してきた。し

かし，インド国内には「核保有大国ナシ ョナリズム」が根強く存在し，近年の『インディア ・ト

ゥテイ』誌の世論調査でも「核実験賛成」が６０％を越え，核兵器開発のためには「経済制裁も辞

さない」ことに賛成する人々が５０％を越えていた。今次核実験後イントは「核保有国宣言」を行

なっ た。

　第４節　パキスタンの核兵器開発

　パキスタンは１９７１年の第３次インド ・パキスタン戦争において，ソ連の援助を受けたインドに

敗北した。その３年後の１９７４年にイントが核実験を行って以来，パキスタンは核兵器開発に動き

出した。この秘密プロジェクトの中心人物は，当時オランダで濃縮ウランの研究をしていたアブ

ドゥル ・カーン博士であり ，目標は「インドと同等またはそれ以上の核開発能力をもつことをで

きるだけ早く示すこと」だったと伝えられている 。

　パキスタンは原子力発電開発に力を注ぎ，当初はフランスから必要な物資や技術の供与を受け

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７２９）
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ていた。やがてアメリカの圧力でフランスが撤退した後は，中国からの支援が中心となっ た。 パ

キスタンは，ウランとプルトニウムの両方の生産体制を追求してきたが，カフタにウラン濃縮施

設と濃縮ウランを用いた研究炉を建設するとともに，プルトニウム利用の研究も推進してきた 。

　１９７９年，ソ連軍がパキスタンの隣国アフガニスタンに侵攻し，いわゆる「アフガン紛争」が勃
　　１４）
発した。この時，西側諸国はソ連と敵対関係にあるパキスタンを支援し，同国の核兵器開発疑惑

は不問に付された。５月２８日 ・３０日の核実験の後テレヒに登場したカーン博士は，「核兵器開発

に必要な部品は何でも世界中から買い求めることができた。もしある国が拒んでも ，別の国から

買うことができた。実に簡単なことだった」と証言している。濃縮ウランエ場で必要とされる部

品をドイツから「ボールペン」を偽装して輸入したり ，水爆開発に必要なトリチウム（三重水素）

をヨーロソパから密輸することもできたという 。アメリカは「ソ連の進出に対する防波堤として

のパキスタン」と「核兵器開発を密かに進めつつあるパキスタン」とを戦略上の重要性を基準に

比較していたが，１９９０年，ブ ッシュ政権はパキスタンの核開発疑惑を公然と批判し，経済や技術

の援助を停止した。パキスタン政府は「技術的には核兵器開発は可能だが，１９８９年以降は開発を

凍結している」と言明したが，１９９３年１月 ，ロシアの対外膚報局は「パキスタンはすでに４～７
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１５）個の核兵器を保有している」と発表，パキスタンのベグ元陸軍総参謀長やシャリフ首相らも暗に

核兵器保有を示唆する発言を行うなど，疑惑を深めていた。今回の核実験を見る限り ，これらの

指摘はほぼ正確だったと言えよう 。

　１９９５年４月には，アメリカの「ワシントン ・ポスト」紙が，「パキスタンは中国が設計した高

濃縮ウラン原爆１０個を保有している」と報道，翌１９９６年２月には，「パキスタンが濃縮ウラン施

設用のリング型磁石５０００個を中国から輸入した」ことを伝え，翌月 ，「パキスタンはバルチスタ

ーン州で地下核実験の準備をしている」ことを報道した。そして６月 ，パキスタンがサルゴダ空

軍基地に中国からの技術導入による短距離ミサイルＭ１１（射程２８０キロメートル，核弾頭搭載可能）

を実戦配備し，それに搭載する小型核ミサイル開発に成功したらしいとのアメリカ情報筋の観測

を報道したが，中国やパキスタンはこの報道を否定した。パキスタンは射程３００キロメートルの

短距離ミサイル「ハフト」を独自に開発，核弾頭を含む５００キログラム弾頭を搭載して車で移動

可能と言われてきた・そして１９９８年４月６日 ，パキスタンは核弾頭搭載可能と言われる中距離ミ

サイル「ガウリ」（射程１５００キロメートル）の実験を行ったが，インドはこれを自らの核実験を正

当化する理由として挙げた 。

　こうして見ると，インドとパキスタンの核弾頭およぴ運搬手段の開発競争には，両国間にある

歴史的な対立原因が根深く関係しているのに加えて，核保有大国が「核抑止政策」を縦にし，そ

の時々の国際政治上の思惑がらみでそれぞれの陣営を支援するなどの恋意的な外交を展開してき

たことが深く関係している 。

　第５節核保有国とインド ・パキスタン両国の関係

　１９４７年，ジャワハルラル ・ネルーがインドの首相に就任，外相を兼務して国家開発計画などに

よっ て社会主義型の国づくりを指導，米ソ冷戦の時代にあ って「非同盟 ・平和共存政策」を打ち
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１６）
出した。そして，国内的には，議会制民主主義，連邦制，政教分離，混合経済などを進め，国際

的には，アジア ・アフリカの帝国主義，植民地主義，人種差別主義の排除を求め，中国 ・周恩来

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７３０）
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　　　　　　　　　　　　１７）
首相との平和五原則（１９５４年），第１回アジア ・アフリカ会議（バンドン会議）における平和十原
　　　１８）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１９）
則（５５年），核実験停止声明（５７年），第１回非同盟諸国会議（ベオグラード，６１年），世界平和評議

会の開催（ニュー デリー ６１年），部分的核実験停止条約の調印（６３年）などの政策を進めた 。

　ネルーの死後の１９６６年，その娘であるインディラ ・ガンディーが首相に就任した。国民会議派

の左派を率いて７１年の選挙に勝ち，ソ連と平和友好条約を締結，第３次インド ・パキスタン戦争

に大勝してバングラデシュを独立させた。汚職容疑で７７年の総選挙で敗北後，８０年の総選挙で返

り咲いたが，少数派シク教徒の弾圧など強権的な政治で反発を招き ，８４年にシク教徒警備兵に暗

殺された。後継した長男のラジウ ・カンティーは８９年の総選挙で過半数に達せず，内閣総辞職の

後， 遊説中に暗殺された 。

　ガンディー施政下のインドは親ソ政策をとっ てきたが，中国との関係はどうだったか。中国と

インドはヒマラヤ山系の国境線をめぐっ て２０世紀の初めから対立していた。中国の主張する国境

線は，インドが領有権を主張するカシミール地方に深く食い込んでいる 。１９５９年，それまで中国

に組み入れられていたチベットで寺院や貴族が自立を求めて反乱を起こしたが，結局中国軍に鎮

圧され，タライ：ラマ１４世はイントに亡命した。これを機に中国とイントの国境紛争は激化し ，

６２年には武力衝突に発展，中国はインドのア ッサム州のヒマラヤ南麓とカシミール州ラダク地区

を占領した。周恩来とネルーの首脳会談も解決には至らず，中ソ関係の悪化やインドのソ連接近

の中で，中国とインドの関係も悪化していっ た。

　中国とソ連はともに社会主義国でがあ ったが，国際共産主義運動の路線をめぐっ て対立し，フ

ルシチ ョフの「平和共存路線」に対する中国の不満，中印国境紛争に対するソ連の批判，ソ連技

術者の中国からの引き上げ，米ソ主導の部分的核実験停止条約に対する中国の批判などで関係が

悪化し，１９６９年３月にはウスリー江のダマンスキー島（珍宝島）で武力衝突が発生，紛争はアム

ール川（黒竜江），新彊ウィグル自治区と続いて死傷者が出るに至 った 。

　中国とパキスタンの関係はどうか。すでに述べたように，パキスタンは１９６５年に第２次イン

ド・ パキスタン戦争を戦ったが，翌６６年，ソ連のコスイギン首相の仲介で停戦した。しかし，こ

の後，パキスタンはインドに対抗して中国に接近していっ た。

　こうした国家関係が，この地域の和平の条件づくりを困難に陥れていっ た。１９７９年のソ連によ

るアフガニスタン侵攻を機に，アメリカがソ連の防波堤としてパキスタンを支援したことも ，イ

ント ・パキスタンの核兵器開発競争に悪影響を及ほした 。

　インドは，冷戦構造の崩壊後に「親ソ路線」を転換，中国との関係を調整するとともに，アメ

リカとの関係改善に乗り出した。インドとアメリカの問では１９９１年から９６年にかけて外務および

陸海軍高官の相互訪問や協議が行われ，９２年５月にはインド洋上で合同軍事演習「マラバール

９２」も実施された。アメリカ資本の対インド投資もここ数年急激に増大し，９１～９５年の実行投資

累積は約１６１億ルピーに達し，日本の約６４億ルピーをはるかに凌駕している 。

　核兵器拡散の面でのアメリカの対イント　パキスタン政策はとうか 。

　軍事 ・経済面での近年の協力関係の発展にもかかわらす，インドは核不拡散条約（ＮＰＴ）の評

価についてはアメリカに同調せず，依然として加盟を拒否している。そして，１９９５年の「ＮＰＴ

再検討 ・延長会議」にもオブザーバーとして招待されたもののこれに欠席，アメリカが９４年４月

に提案したインド ・パキスタンの核兵器およびミサイルの開発凍結に関する９カ国協議にも ，参

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７３１）
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加を拒否していた 。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２０）
　一方，１９９５年４月 ，パキスタンのブ ット首相は訪米してクリントン大統領らと会談，関係改善

に動き出した。アメリカは核疑惑のある国は経済援助や軍事援助の対象から除外する「プレスラ

ー対外援助修正条項」を取り決めていた。冷戦時代のパキスタンに対しては「対ソ防波堤」の意

味もあ って同条項の適用を猶予していたが，フソ シュ 政権下の１９９０年にこれを発動，「核兵器開

発疑惑」を理由に経済援助を停止した。しかし，１９９５年１０月 ，アメリカ議会は「ブラウン修正条

項」を可決してパキスタンに対する武器供与や経済援助を再開した。その背景には，アメリカが

パキスタンに対して，イランなどの「イスラム原理主義」に対する防波堤の役割を期待したため

とも考えられている 。

　こうして見ると，インドとパキスタンの核開発競争の背景には，イキリスによる長い植民地支

配の時代に醸し出された民族間 ・宗教問の対立に加えて，戦後の核兵器大国による恋意的な世界

管理政策の追求があ ったことが分かる 。

第２章　インド ・パキスタンの核実験が示したもの　　核不拡散条約体制の矛盾

　第１節　核不拡散条約の差別性

　インド ・パキスタンの核実験によっ て鋭く示唆されたことは，一部の国々の核兵器保有を特別

扱いするような核不拡散条約体制のもとでは，核兵器の拡散それ自体も防げないという事実であ

る。

　核不拡散条約（ＮＰＴ）は１９６８年６月に国連総会で採択され，７月にアメリカ ・イギリス ・ソ連

など６２カ国によっ て調印され，１９７０年３月に「２５年問の期限つき」で発効した。日本は１９７６年５

月にこれを批准したが，インドやイスラエルは加盟しなかった。また，中国およびフランスは ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２１）
米ソなど核大国の現状を固定化するものとして反発し，条約に参加しなかった 。

　米ソ両国が核不拡散条約体制を敷いた意図は，既存の核保有国以外に核兵器を保有する国家が

出現するのを防止するためであ って，自らの核兵器保有に対しては極めて寛大であ ったことを特

徴とする。条約はｒ核兵器国」とｒ非核兵器国」とを区別し，１９６７年１月１日の時点で核兵器を
　　　　　　２２）
保有している国，つまり ，アメリカ ・ソ連 ・イキリス ・フランス ・中国の５カ国を「核兵器国」

とし，それ以外を「非核兵器国」としている。１９９８年５月にインドおよぴパキスタンが核実験を

行い，自ら「核保有国」であることを国際社会に宣言したからといっ て， ・それによっ てこの条約

上の「核兵器国」になっ た訳ではない。条約上はあくまでも ，１９６７年時点で核兵器を保有してい

た５カ国のみが核兵器国である 。

　条約は，¢核爆発装置およぴそれに関する技術の非核兵器国への移転禁止，　非核保有国の核

兵器製造の禁止，　平和目的以外への原子力の転用禁止，などを規定しているが，非核保有国の

安全保障についての規定は何もなく ，核保有国の核軍縮義務については第６条に　般的な規定が

あるだけであ った。すなわち，条約第６条は，締約国の義務を次のように規定している 。

　「核軍備競争を早い機会に停止し，核軍縮ひいては厳格かつ効果的な国際査察の下での全面完

全軍縮を達成することに関係する実効のある措置を，誠意をもっ て追求する交渉を行うものとす

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７３２）
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る」

　しかし，事実上，この規定は実効を上げ得なかった。実際，核不拡散条約が発効した後も核兵

器国の核弾頭は増大の一途をたどり ，核弾頭の面でも ，運搬手段の面でも ，ますます脅威に満ち

た核兵器が登場した。したがって，５年おきに開かれた「ＮＰＴ再検討会議」でも ，核保有国が

義務の履行に怠慢で，実質上，非核保有国に一方的に義務をおしつける差別的な条約だとして ，

非核保有国から「ＮＰＴは核保有国と非核保有国の問の差別を固定化するもの」との強い批判が

提起されることとなっ た。１９９０年９月に開催された再検討会議では，核保有国と非核保有国の対

立から最終文書が採択されない事態にまで立ち至 った 。

　国連安全保障理事会は，１９９８年６月６日 ，イントとパキスタンの核実験を非難し，核不拡散体
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２３）
制の堅持を呼びかける決議を全会一致で採択したが，これに対してインド外務省はと激しく反発

する声明を発表し，「ＮＰＴは不平等な世界秩序である」と主張した。そして，安保理決議が核兵

器の拡散防止を改めて求めたことについて，「われわれは，われわれに指図しようとする者より

もきちんとや っている」という表現で核保有国に批判を加えた 。

　ＮＰＴがもつこうした差別的性格は，発効当初から今日に至るまで，根本的な矛盾として存在

し続けている 。

　第２節　核不拡散条約体制下での核軍縮

　インド ・パキスタンの核実験は，ある意味において，核不拡散条約体制の矛盾を改めて先鋭な

形で露呈したものに外ならなかった 。

　核抑止政策に基礎を置く核保有国が，ある種の軍備管理 ・軍縮条約に賛成するのは，殆ど例外
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２４）
なく ，当該条約に参加しても核戦略の展開に支障がない場合に限定される 。

　たとえはアメリカが「包括的核実験禁止条約（ＣＴＢＴ）」に賛成したのも ，臨界前核実験やコン

ピュータ　シミュレーシ ョンなとによっ て核兵器開発をひきつづき追求できる見通しがあ ったか
　　　　　　２５）
らに外ならない 。

　逆に，アメリカが国連総会で提案される「核兵器使用禁止決議案」や，期限を明確にして核兵

器廃絶を実現することを削提に多国間交渉を直ちに開始することを求めるいわゆる「新アジェン

ダ連合」の決議案などに反対しているのは，それがアメリカの核戦略の展開に不都合だからに外
　　　２６）
ならない 。

　　般に，核保有国問で締結される軍備管理 ・軍縮条約の実質的効果を評価する場合には，その

内容を詳細に検討する必要がある。ＣＴＢＴもそうした典型例の一つであるが，１９８７年に米ソ問

で調印された「中距離核戦力全廃条約（ＩＮＦ条約）」の場合も然りである。同条約が廃棄対象とし

たのは，長射程（１０００～５５００キロメートル）および短射程（５００～１０００キロメートル）の地上発射弾道

ミサイルと地上発射巡航ミサイルの本体および発射台で，未配備のものを含めて２６１１発（アメリ

カ＝８５９基，ソ連 ＝１７５２発）であ った。この条約の成立の背景には，１９７０年代後半以来のヨーロッ

パにおける中性子爆弾配備反対運動に端を発する反核運動の展開があ ったが，米ソ両国がこれに

同意したのは，ＩＮＦ条約の発効によっ て両国の核戦略の大綱が脅かされることがないからに外

ならない。２６１１発のミサイルから取り外された核弾頭数は４１４３発（アメリカ＝８５９発，ソ連 ＝３２８４

発）と推定されるが，核弾頭は「外されるだけ」であ って「廃棄処分の対象」とはされていない 、
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すなわち，他のタイプの中距離ミサイルに搭載しても条約違反にはならないのである。核兵器体

系の一部の構成要素に制約を加えるこうしたｒ部分措置」が，核兵器廃絶というｒ全面措置」の

実現にとっ て意味をもち得るためには，それがｒ核兵器は廃絶されるべきである」という考え方

に裏打ちされたものである必要がある。「核兵器は世界平和のために必要である」という考え方

を改めることなく ，世論の動向に応じて核保有国が提起する軍備管理 ・軍縮条約には，自ずから

限界があることは自明と言うべきであろう 。

　核不拡散条約の場合は，新たな核保有国の出現を防止する一方，結果として既存の核保有国に

よる核兵器独占を志向する性格を有する点で，１９７０年の発効当初から厳しい批判にさらされてい

た。 最近では，いわゆる「ならず者国家」への核拡散の危険に対処するために自らの核兵器保有

を正当化する主張も現れている。インドやパキスタンの核兵器開発は，一部の国による核兵器保

有に寛容な核不拡散条約体制の破綻を示したものに外ならない 。

　第３節　日本の原水爆芯止運動と核兵器全面禁止 ・廃絶条約の要求

　日本の原水爆禁止運動は１９５４年３月１日のビキニ被災事件に触発された核実験停止要求署名運

動を契機に組織化され，思想 ・信条 ・職業 ・年歯令 ・性別などを越えた国民的運動体としての原水

爆禁止日本協議会（日本原水協）が発足した。翌１９５５年以来，日本原水協を中心に８月６日 ・９

日の時期に原水爆禁止世界大会が開催され，核兵器廃絶を求める内外の運動の集約点としての機

能を果たしてきた 。

　しかし，１９６３年に成立した部分的核実験停止条約の評価をめぐっ て運動に分裂がもたらされた 。

すなわち，当時のソ連指導部がこの条約についての特定の評価を「踏み絵」として運動に対する

大国主義的な干渉を行なっ たため，世界の平和運動は深刻な分裂要因を内包することとなっ た。

日本の平和運動も直接その影響を受け，原水爆禁止日本協議会（原水協）と原水爆禁止日本国民

会議（原水禁）の鋭い対立を招いて，原水爆禁止運動は分裂する事態となっ た。 これによっ て作

り出された党派的対立を基調とする不協和音は，その後，平和運動，労働運動，文化運動などさ

まざまな分野の国民運動に影を落とし，日本青年団協議会や全国地域婦人団体連絡協議会などの

市民団体が中央レベルの平和運動から撤退する結果を招来した 。

　米ソ冷戦は１９６０年代を通じて対立の度を深め，核軍備競争は「相互確証破壊（ＭＡＤ，Ｍｕｔｕａ１１ｙ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２７）
Ａ・・ｕ・・ｄＤ・・ｔ・ｕ・ｔｉｏｎ）」と呼ばれる段階に達していた

。

　国連総会は核兵器廃絶を求める決議を多数で採択していたが，それ自身は政治的拘束力をもた

ない上，国違決議に基づいて軍縮問題を審議するジ ュネー ブの軍縮委員会が米ソ共同議長制だ っ

たこともあ って，軍備管理 ・軍縮措置は両国の戦略展開に不都合のない範囲に限局され，核兵器

廃絶には向かわなかった。こうした状況の打開をめざす非同盟諸国は歴史上初の国運軍縮特別総
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　２８）
会の開催を求め，１９７８年５月にそれが実現した 。

　この特別総会にむけて日本から５０２名の民間代表団が２０００万人以上の署名（国連に核兵器完全禁

止を要請する署名）を携えて渡米し，国連各国代表部に対する要請行動の後，全米各地に散って市
　　　　　　　　　　　　　　２９）
民レベルの交流活動を繰り広げた 。

　日本の原水爆禁止運動は，前年，「ＮＧＯ被爆問題国際シンポジウム」の開催を契機に１４年ぶ

りの再統一にむけて機運が高まり ，１９７７年原水爆禁止世界大会を共同で開催するに至っていた 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７３４）
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以後，世界大会の統一開催は被爆４０年にあたる１９８５年まで続いたが，運営のあり方等をめぐっ て

対立関係が再燃し，１９８６年には共催関係が崩れて，翌８７年以降，世界大会の統一開催の条件は失

われた 。

　筆者は，１９７７年の再統一の世界大会以来　貫して大会宣言の起草作業にかかわり ，１９８４年およ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３０）
び８７年以降の大会では起草委員長を務めてきた 。

　その立場から見るとき ，世界大会運動に象徴される日本の原水爆禁止運動の主張は，担い手の

構成の変化にもかかわらず，「核兵器の脅威の根絶は，さまさまな部分措置の積み上げによっ て

ではなく ，核兵器全面禁止 ・廃絶条約の締結による以外にない」という認識を基調としている点
　　　　　　　　　　　　　３１）
ではほぼ一貫していると言える。そして，全面措置と部分措置の関係については，その有機的結

合の重要性が指摘されてきた 。

　日本の原水爆禁止運動が，核保有国が提起する「部分的核実験停止条約」や「核不拡散条約」

や「中距離核戦力全廃条約」や「包括的核実験禁止条約」などに批判を加えてきたのは，それら

が「核兵器全面禁止 ・廃絶」という目標を見えにくくする危険性をもつことを認識しているから

に外ならない。その背景には，先に述べた通り ，「核抑止政策を則提としている核保有国が軍備

管理 ・軍縮条約に賛成するのは，当該条約への参加が核戦略の展開に支障を来さないという判断

がある場合に限定される」という基本的な認識がある。さらにその背景には，核不拡散条約の第

６条義務規程の裏で核保有国が核軍備競争を進めた事実や，包括的核実験禁止条約の陰で臨界前

核実験やコンピュータ ・シミュレーシ ョン技術の開発が進められてきた事実などによっ て蓄積さ

れてきた根強い不信感がある。その結果として，現在，原水爆禁止世界大会実行委員会に結集し

ている日本の原水爆禁止運動関係者の運動方針に関しては，核実験全面禁止や核兵器使用禁止等

の有効な「部分措置」の要求によっ て核保有国政府の核戦略および非核保有国への核拡散の動き

に制約を加えつつ，根本的には，そうした「部分措置」要求と核兵器全面禁止　廃絶条約の早期

締結という「全面措置」要求とを結合させて運動を展開する方向が基本合意となっ ている 。

　第４節　国際世論の動向

　１９９６年７月８日 ，国際司法裁判所は「核兵器の使用または威嚇は一般的に戦時国際法，とくに

国際人道法に違反する」という勧告的意見を出した。これは，国連総会が国際司法裁判所に見解

を求めていたもので，核兵器の違法性について国連機関である国際司法裁判所が歴史上初めて判

断を下す機会となっ た。 世界中で「ワールド ・コート ・プロジェクト（世界法廷運動）」が取り組

まれ，国際的には国際法律家協会（ＩＡＬＡＮＡ），国際平和ビ ューロー（ＩＰＢ），核戦争防止国際医

師会議（ＩＰＰＮＷ），日本国内でも被爆者，法律家，生活協同組合の組合員などが共同し，それを

支持する「公的良心の宣言」署名運動などが取り組まれた 。

　国際司法裁判所の勧告的意見は「国家の存亡にかかわる場合」については核兵器使用の違法性

についての判断を留保した点で徹底性を欠いた面はあ ったが，「般的に国際法に違反する」と

した点で核兵器廃絶運動を激励する役割を果たした 。

　さらに，同年１２月５日 ，世界１７カ国６２人の元軍最高幹部たちが「核兵器廃絶に関する声明」を

発表した。これは，アメリカのリー・ バトラー元戦略空軍司令官とアンドリュー・ グッ ドパスタ

ー元欧州連合軍最高司令官がまとめた見解を諸国の６０人が支持したものであり ，次のように主張
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している 。

　ｒわれわれの国土と国民の国家安全保障に生命を捧けてきたわれわれ軍事専門家は，核兵器保

有国の兵器庫に核兵器が存在しつづけていること，その他の国がそれらの兵器を取得する現実の

脅威が絶えず存在していることが，世界の平和と安全，および，われわれが保護に努めている国

民の安全と生存に対する危険になっ ていると確信する」

　「われわれは，核兵器のない世界を創出するという至高の歴史的重要性をもつ課題を与えられ

ている。冷戦の終結がそれを可能にしている」

　ｒ（大量破壊兵器の）拡散，テロリズム，新たな核軍備競争の危険がそれを必要としている。わ

れわれはこの機会を逃してはならない。他に代案はない」

　彼らは，「核兵器は広島 ・長崎以来使われていないが，人類の生存に対する明白かつ現実的な

危険になっ ている」とし，文明破局の脅威は核兵器が廃絶されない限りなくならないと警告して

いる。そして，¢米ソにおける戦略核兵器や戦術核兵器の削減，（地上配備の）中距離ミサイルの

廃絶，　ベラルーシ，カザフスタン，ウクライナによる核兵器の放棄，　ＮＰＴの毎期限延長と

ＣＴＢＴの承認，などの動きを評価しつつも ，「真の核軍縮は達成されていない」と断じ，さまざ

まな条約が「核弾頭の廃棄」ではなく「運搬システムのみの廃棄」を規定していることを批判し ，

「核の脅威は抑止力となり得ず，まっ たく信頼性がない」という判断を示している。そして，¢

核兵器は直ちに大幅に削減されるべきである，　残りの核兵器は段階的に透明性をもっ て警戒態

勢を解かれ，即応態勢は大幅に引き下げられるべきである，　長期的な核政策は，途切れること

のない，完全かつ逆転のない核兵器廃絶という公然と表明された原則に基づかなけれはならない ，

の３点を要求している 。

　同声明では，「現在核兵器を保有していない諸国の一部が，彼らも安全保障の手段を提供され

ない限り ，核兵器の取得と配備を永久に放棄することを約束しないであろうことは明らかである 。

もし現在の核大国が核の独占を保持し続けようとする限り ，それらの国は取得をあきらめないで

あろう」と指摘したが，その後起こっ たインドとパキスタンの核実験および核保有国宣言は，ま

さにその指摘を証明することになっ た。

　さらに，第５２回国連総会では，期限を切って核兵器廃絶の実現を求めるマレーシア決議案が，

賛成１１６，反対２６，棄権２４で採択された。賛成１１６の中には核保有国である中国も含まれているが，

中国以外の核保有国は反対票を投じた。マレーシア決議案は「核兵器の開発，製造，実験，配備 ，

貯蔵，輸送，威嚇または使用の禁止およぴ核兵器の廃絶を規定する核兵器廃絶条約の早期締結へ

と導く多国問交渉を１９９８年に開始する」ことを呼ぴかけたものである 。

　第５３回国連総会では４８本の軍縮関連決議が圧倒的多数で採択されたが，期限を切って核兵器を

全廃することを求める非同盟諸国提案の決議は１１０カ国の賛成で採択された。さらに，核保有国

に対して自国の核兵器を廃棄する誓約と具体的措置の実行を求めたアイルラント ，インド，スウ

ェー デンなどの決議案は１１４カ国の支持を得たが，これまで核兵器廃絶に反対してきたＮＡＴＯ

加盟１６カ国のうち，ドイツ，カナダ，イタリアなど１２カ国が棄権に回ったことも新たな兆侯であ

る。

　１９９８年６月８日 ，非核保有８カ国（ブラジル ・エジプト ・アイルランド ・メキシコ ・ニュージーラン

ト　 スロベニア　南アフリカ　スウェーテン）の外務大臣が，アメリカ ・ロシア ・イキリス ・フラン
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ス・ 中国の核保有５カ国と ，インド ・パキスタン ・イスラエルの核開発能力保有国の政府に，核

兵器と核開発能力を直ちに最終的かつ完全に廃絶するよう明確に誓約すること」を要請する共同

宣言を発した 。

　６月１９日に欧州議会が採択した「インドとパキスタンによる核実験に関する決議」も ，その第

７項において，「核保有５カ国が条約上の義務を核兵器の完全廃絶にむけて緊急の義務を負 って

いるものと解釈するよう呼びかける」ことを表明した 。

　１９９７年９月にイギリスのギャロッ プが１００８人に対して行った世論調査では，「安全保障上核兵

器を保有した方がいい」とする意見が３６％だったのに対して，「保有しない方がいい」とする意

見は５９％であ った。また，核兵器システムを維持するために年問１５億ポンドの公的資金を使うこ

とに「積極的に賛成する者」が１２％だったのに対し，「積極的に反対する者」は４１％に達した 。

さらに，イキリスが核兵器禁止の条約締結にむけて交渉することには “ｓｔｒｏｎｇ１ｙａｇｒｅｅ”と

“ｓｏｍｅｗｈａｔ　ａｇｒｅｅ”を合計すると８７％に及ひ，“ ｔｒｏｎｇ１ｙ　ｄ１ｓａｇｒｅｅ”と “ｓｏｍｅｗｈａｔ　ｄｌｓａｇｒｅｅ”の

合計は８％に過ぎなかった。カナダでは，１９９８年６月に１５０１人を対象とする電話調査の結果，５

つの核保有国が核兵器を保有するすることは「受け入れられない」とする意見が７７％に及ぴ，同

時期にトイノで１００５人を対象として行われた調査でも「核保有国は直ちに核兵器廃絶にむけて行

動を起こすべきである」とする意見が８７％に達した。最大の核保有国であるアメリカにおいても ，

１９９８年６月１８日 ，「核兵器の脅威を免れる安全な唯一の道は核兵器廃絶である」という認識に基

ついて，リン ・ウールゼイ議員ら１６名が「核兵器禁止条約の早期締結にむけての多国間交渉の開

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３３）
始を大統領に促す決議案」を共同提案するに至 った 。

第４章　日本政府の核政策の問題点

　第１節　日本政府の核政策

　世界で唯一 核兵器の実戦使用の惨劇を体験した日本の政府の核兵器政策は，日本の原水爆禁

止運動の主張と鋭く対立している 。

　第１に，日本政府は「世界の平和と安全は最終的には核兵器による抑止によっ て保たれている

ことは事実である」という認識の上に立っている。すなわち，「核抑止論」の立場である 。

　「核抑止論」には２つの含意がある。第１は「核兵器国」対「核兵器国」のケース，第２は

「核兵器国」対「非核兵器国」のケースである。米ソ冷戦時代は第１のケースの典型であ った 。

相手が核攻撃を実行した場合には，それに倍する報復攻撃を行う意志と能力があることを示すこ

とによっ て核攻撃を事前に抑止しようとする考え方である 。

　核兵器の威力は強大であるため，第１撃を受けれは壊滅的な被害を受けかねない。したがって ，

その種の危険に備えるには，２つのことが必要になる。すなわち，¢敵の第１撃に生き残ること ，

　その上で敵に対する決定的な報復攻撃能力を温存し，それを発動することである。冷戦時代 ，

米ソ両陣営はこうした考え方を基調として核戦略を構築し，その結果として「相互確証破壊」態

勢がもたらされた。しかし，こうした相互威嚇による手詰まり状況に対しては，万一抑止が破れ

て敵が戦略核攻撃に踏み切った場合に予想される恐るべき状況　　　方的降伏か，さもなくは ，
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対抗報復による相互破滅カ　　を考えるとき到底受容できないとする根強い批判が内在していた 。

　第２のケースは，核保有国が非核保有国の通常兵器による攻撃を核兵器によっ て未然に抑止す

る場合である。しかし，第２次大戦後一貫して核兵器は存在し続けたが，核保有国を巻き込む紛

争・ 戦争はたぴたぴ起こり ，しかも ，朝鮮戦争 ・ベトナム戦争 ・湾岸戦争等，戦争勃発後に核兵

器の使用が検討されている。したがって，一旦抑止が破綻して戦争状態に陥ると，核兵器は広

島・ 長崎型の使われ方　　核保有国が非核保有国に対して核兵器を使用する　　事態を招来する

危険があることになる。先述した元軍最高幹部の「核兵器廃絶声明」に賛同した左近允尚敏氏

（元統合幕僚会議事務局長）は，「朝鮮戦争以来，核保有国がかかわ った戦争，紛争が数多く生起し
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３４）
たことは，核に抑止する力がないことを示している」と書いている 。

　第２に，日本政府は，「広島 ・長崎への原爆投下も含めて核兵器使用が国際法違反とは言い切
　　　　　　　　　　　　　　３５）
れない」という立場をとっ ている 。

　この立場の背景には，日米安全保障条約を基軸とする体制のもとで日本がアメリカの「核の

傘」に依存しているという政策選択があろう 。アメリカが国家およひ同明国の権益を守るために

核兵器は必要であるという前提の上に軍事戦略を構築し，必要と判断される場合には核兵器の使

用も辞さないという立場をとる以上，同盟関係にある日本がアメリカの核兵器の使用を制約する

ことはできない。核兵器の使用を戦争の手段として是認すれは，広島 ・長崎への原爆投下だけを

違法視することは論理的に難しい。厚生大臣の私的諮問機関である「原爆被爆者対策基本問題懇

談会」は，１９８０年１２月１１日 ，「原爆被爆者対策の基本理念及び基本的在り方について」と題する

意見書を厚生大臣に提出したが，そこでは，「およそ戦争という国の存亡をかけての非常事態の

もとにおいては，国民がその生命，身体，財産等について，その戦争によっ て， 何らかの犠牲を

余儀なくされたとしても ，それは，国をあげての戦争による『般の犠牲』として，すべての国
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３６）
民がひとしく受忍しなければならない」とされた 。

　原爆被災をも「般の犠牲」として受忍を迫るこうした王張には，原爆投下を違法視する観点

は全く見られない 。

　第３に，「自衛のための小型の核兵器を保有することは憲法の禁止するところではない」とい

う憲法解釈がとられている。憲法９条は，少なくとも ，国際紛争を解決するための戦力の保持を

禁止しているので，核兵器を保有するとすれは自ずから「自衛のため」以外のものではあり得な

い。１９９８年６月１７日 ，大森内閣法制局長官は参議院予算委員会の答弁で「核兵器の使用もわが国

を防衛するための必要最小限にとどまるならば可能ということに論理的になろうかと考える」と

発言した。しかし，「自衛のための核兵器」とはいかなる核兵器を意味し，どのような使い方を

することが「自衛」に該当するのかについては何も明らかにされていない。このような立場に立

ては，自衛のためと称して核兵器保有の正当性を主張したインドやパキスタンの立場に異を唱え

ることは困難であろう 。

　第４に，日本政府は「非核３原則の法制化は必要ない」という立場をとっ ている。「核兵器を

持たず，作らず，持ち込ませず」の非核３原則は沖縄返還に際して表明された原則で，「国是」

とされてきたが，法的拘束力をもつものではない。これまでも「持ち込ませず」の原則の遵守を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３７）
疑わせる少なからぬ証言が駐日アメリカ大使や軍関係者らによっ てなされている 。

　日本政府はアメリカ政府のＮＣＮＤ政策（核兵器の存在を肯定も否定もしない政策）に「理解」を

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７３８）
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示しているため，事前協議制度は設けられていても ，核兵器の持ち込みについて協議が開かれた
　　　　３８）
ことはない 。

　また，神戸市は神戸港に入港する艦船に対し「非核証明」の提出を求める制度（いわゆる「非

核神戸港方式」）をもつが，１９９８年５月２８日 ，カナダ海軍の補給艦プロテクター が， 日本の外務省

からの連絡（「カナダは核不拡散条約締約国で非核保有国であり ，艦船に核兵器は積んでいない」）を唯一

の根拠に，非核証明書を提出しないまま入港した。外務省は，同様の条例制定を検討している高

知県に対して「外国軍艦の寄港を認めるか否かは国の事務であり ，地方公共団体が関与，制約す

ることは許されない」との北米局長名の見解を示した。理由として挙げられたのは，¢米国軍艦

は， 日米安全保障条約及びその関連取り決めに基づき ，わが国の港への出入りが認められている ，

　自治体による規制はあくまでも港湾管理者としての地位に着目してのものであり ，外国軍艦の

寄港に同意を与えるか否かの国の決定とは別個の問題である，の２点である。この見解は，戦後 ，

地方自治体に港湾管理の権限が委任された理由，すなわち，港湾が国の管理下にあ った戦時中に

港湾が国家による戦争目的に悉意的に動員された事実の反省の上にあることに照らしても ，検討

すべき問題を含むであろう 。橋本大二郎高知県知事は，１９９９年１月 ，「条例化は国の基本政策で

ある非核３原則を地方自治体の立場から支援するものである」との見解を表明しており ，鋭く対
　　　　３９）
立している 。

　第２節　国際社会における日本政府の主張とその背景

　前節で述べた核兵器政策に基づいて，日本政府が国際社会で展開している王張も ，原水爆禁止

運動の要求とは大きく乖離している 。

　日本政府は，国連総会で提出される「核兵器使用禁止決議」には賛成していない。日米安保体

制下でアメリカの「核の傘」に依存する政策をとる以上，米軍の核兵器使用の道を閉さすことは

整合性をもたないし，日本自身の「自衛のための核兵器使用」をさえ合憲とする立場とも矛盾す

るということであろう 。こうした姿勢の背後には，先に述べたように，戦時における核兵器使用

を違法とは考えない見解が存在している 。

　また，国連総会で繰り返し提案されている期限を切 って核兵器廃絶条約の実現を求める決議に

も， 日本は賛成していない 。

　世界でも希な平和憲法をもつ被爆国 ・日本の政府が，核兵器の保有や使用に寛大な政策をとる

理由は何か。憲法第９９条によっ て「憲法を尊重し擁護する義務を負う」はずの政府関係者が時に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４０）
憲法を否定するような言動をとる背景にはいっ たい何があるのか 。

　その最大の理由は日米安全保障条約を基軸とする日米安保体制の存在であろう 。

　現在の安保条約は１９６０年に岸信介内閣のもとで改定されたものだが，その前身である旧安保条

約は，１９５１年９月 ，サンフランシスコ講和条約とともに調印された。１９４５年に終結した第２次世

界大戦後，日本はアメリカを中心とする連合国総司令部（ＧＨＱ）の施政下に置かれたが，１９５１年

９月にアメリカ ・イギリスなど４８カ国と講和条約を結んだ。この講和条約は，それ以降の日本の

方向を規定する性格を有したが，インド ・ビルマ ・ユーゴは欠席，中国は招待されず，ソ連 ・ポ

ーランド ・チ ェコスロヴ ァキアなどは調印を拒否したので，「全面講和条約」とはならなか った 。

　この講和条約と同時に調印された旧安保条約は，極東における米軍の軍事行動や米軍の日本へ
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の駐留などについて定めた。在日米軍が出動するのは，¢極東の平和と安全の維持に必要な場合 ，

　大規模な内乱や騒擾を鎮圧するため日本政府から要請があ った場合，　外部から武力攻撃が加

えられた場合，などとなっ ている。占領終結後も米軍が日本に駐留し続ける方針をとっ た背景に

は， 当時の世界情勢が関係している。アメリカが核兵器を占有していた戦後数年の問に，ヨーロ

ッパには次々と社会主義国が誕生し，中国では共産党が政権の座につき，ソ連はアメリカの予想

を越えて原爆実験に成功するなど，アメリカにとっ て好ましくない事態が進行した。そして ，

１９５０年６月２５日には朝鮮戦争が勃発，日本の民主化を進めてきたアメリカは，こうした事態に直

面する中で，日本を共産王義勢力拡大の防波堤と位置づけ，日本列島を極東のｒ不沈空母」とし

て確保する戦略的必要性に迫られた。旧安保条約はそのために必要な手立てであ ったが，国民に

は， 「武装解除されて有効な自衛手段をもたない日本のためにアメリカが軍事的手段で日本の安

全を保障する」という説明がなされた 。

　１９６０年の改定安保条約は，この精神を受け継ぎつつ，さらに一歩踏み込んだ。１９５７年に開かれ

た岸 ・アイゼンハワー会談でもｒ国際共産主義運動は依然として大きな脅威であり ，自由諸国は

ひきつづきその力と団結を維持すべきである」という認識を共有し，日本はｒ対共産圏防波堤」

としての役割を担い続けることになっ た。 この時点では日本にはすでにｒ自衛隊」が存在したた

め， 新安保条約はｒ日本の自衛力の存在を削提として，日米両国が日本の防衛と極東の平和と安

全の維持のために行動する」という性格に変化した 。

　新安保条約第３条によっ て， 日本は，「憲法上の規定に従うことを前提に」自衛力を増強する

義務を負 った。いわゆるｒバンデンバーグ条項」である。憲法９条はｒ日本国民は，正義と秩序

を基調とする国際平和を誠実に希求し，国権の発動たる戦争と ，武力による威嚇又は武力の行使

は， 国際紛争を解決する手段としては，永久にこれを放棄する。　前項の目的を達成するため ，

陸海空軍その他の戦力は，これを保持しない。国の交戦権は，これを認めない」と規定している

ので，これをｒハンテンハーグ条項」の要講と調和させるためには，日本がもつことを禁止され

ているのは「国際紛争を解決するための戦力」であ って「自衛のための戦力」は禁止されていな

いという解釈がとられた。その結果として，ｒ自衛のためなら核兵器の保有も使用も可能」とい

う解釈改憲にまで到達した。憲法則文には，「日本国民は，恒久の平和を念願し，人問相互の関

係を支配する崇高な理想を深く自覚するのであ って，平和を愛する諸国民の公正と信義に信頼し

て， われらの安全と生存を保持しようと決意した」とあるが，仮想敵国を想定し，その侵略の意

図を則提に「自衛」のために必要と判断すれは核兵器の使用も辞さないという姿勢は，「諸国民

の信義への信頼」という憲法上の表明とは相容れないという批判を免れ得ないであろう 。

結　　　　　語

　核兵器をめくる世界情勢の今日的特徴は，¢アメリカ ・ロシア ・イキリス ・フランス ・中国の

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　４１）
５カ国が依然として大量の核兵器を保有していること，　国際社会における核軍縮努力の蓄積に

もかかわらず，核兵器分野における軍備管理 ・軍縮措置は核兵器廃絶の目標からは遠い部分的効

果に止まっ ており ，核保有国は未臨界核実験やコンピュータ ・シミュレーシ ョンなどの新技術開

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７４０）
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発によっ て， 核兵器開発能力を確保しようとしていること ，　加えて，イント　パキスタンの核

実験およぴ核保有宣言に象徴されるように，核兵器廃絶の方向に背馳する新たな核拡散の兆しさ

え現れていること ，＠その一方で，核兵器廃絶を希求する声は従来平和運動に取り組んできた

人々の範囲を超え，かつて核保有国を含む国々の政治や軍事の中枢にあ った人々を含む広範な層

に拡大しつつあること ，　そうした世界的趨勢の中で，核兵器の実戦使用による唯一の被害国 ・

日本の政府は，核超大国アメリカとの軍事同盟関係のもとで核兵器の保有や使用に寛大な政策を

遂行していること ，　日本では，広島 ・長崎の被爆体験を原点とし，ビキニ被災事件を契機に組

織化された大衆的な原水爆禁止運動が根強く継続し，大国主義的干渉による分裂という困難を経

験しつつも ，なお持続的運動が全国各地で多様な共同の可能性を模索しつつ活発に取り組まれて

いること ，などである 。

ＷＩＬＰＦ（平和と自由のための国際婦人連盟）のイーティス ・ハランタイン氏は，「世界で核軍縮

の必要を訴えつづけるという点で，日本のみなさんの運動ほど一貫性をもっ た強力な運動はほか
　　　　　　　　　　４２）
にありません」と評した 。

　藤原修氏（東京経済大学）は１９９６年９月に広島で開かれた国際シンポシウム “Ｒｅｔｈｍｋｍｇ　Ｆ１ｆｔｙ

Ｙｅａｒｓ　ｏｆ　Ｎｕｃ１ｅａｒ　Ｗｅａｐｏｎｓ－Ｃｈａ１ｌｅｎｇｅ　ｔｏ　ａｎｄ　Ｉｍｐｌ１ｃａｔ１ｏｎｓ　ｆｏｒ　Ｉｎｔｅｍａｔ１ｏｎａｌ　Ｒｅｌａｔ１ｏｎｓ　Ｔｈｅｏｒｙ

ａｎｄＧ１ｏｂａ１Ｈｌｓｔｏｒｙ”における報告 “ＴｈｅＲｏ１ｅａｎｄＳ１ｇｎ１丘ｃａｎｃｅｏｆＣｏｎｔｅｍｐｏｒａｒｙＰｅａｃｅ

Ｍｏｖｅｍｅｎｔ” において平和運動の達成度に関する４つのティメンシ ョンを提示した。それらは，¢

ｐｏ１１ｃｙ　ｃｈａｎｇｅ（政策転換），　 ｓｏｃ１ａ１ｅｄｕｃａｔ１ｏｎ（杜会教育），　ｍｏｖｅｍｅｎｔ　ｍａｍｔｅｎａｎｃｅ（運動の維

持），＠ｉｎｄｉｖｉｄｕａ１ｅｍｐｏｗｅｒｍｅｎｔ（個々人のエンパワーメント）である。これらの４つの要素のうち ，

日本の平和運動の最大の課題は¢の点であろう 。原水爆禁止運動を含む戦後日本の平和運動は ，

アメリカや日本の核兵器政策に抵抗する面で少なからぬ成果を上げてきた。すなわち，日本の核

武装を防ぎ，自主 ・民主 ・公開の原子力平和利用３原則や非核３原則などの平和的諸原則を実現

し， 全自治体の約３分の２の自治体の非核平和宣言や非核神戸方式などの地域レベルでの抵抗線

を形成し，原水爆の被害者や科学者の共同によっ て被爆の実相の解明とその普及および被爆者援

護を進め，多彩な反核文化運動の展開を通じて平和教育運動に貢献してきたことなどである 。

　国際的にも希有というべきこうした持続的な活動（先の藤原氏の提起の第　ディメンシ ョン）の成

果にもかかわらず，現在，原水爆禁止運動の主張と日本政府の核政策とは大きく乖離している 。

すなわち，運動の基調的王張が国の核兵器政策を変更させるには至っていないのである。核兵器

廃絶を求める署名に何千万という市民が賛同していながら，非核政策は国政選挙の投票行動の決
　　　　　　　　　　　　　　　　　　４３）
定に際しての選択基準になり切れていない 。

　市民による原水爆禁止運動は，核兵器廃絶の実現にむけて非政府組織の運動としての固有の役

割を果たすことができるが，核兵器政策を展開する王体が王権国家である以上，政府の核政策を

転換することによっ て自らの主張を政府間の相互作用を重要な要素とする国際政治のダイナミズ

ムに反映させることが可能となる。この問のフランスの核実験やインド ・パキスタンの核保有に

対する日本政府の批判は，「自国の安全保障はアメリカの『核の傘』に依存していながら，他国

の核政策について批判することには整合性がない」という反論を受けてきた。核政策の転換によ

って被爆国としての日本政府が国際社会で果たし得る役割は飛躍的に増大することが期待できよ

うが，そのためには，前章において述べたように，日米安全保障条約を基軸とする日米軍事同盟
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に依存した安全保障政策の是非が問われなければならない。この面では，「日米安全保障共同宣
４４）

言」に基づく「日米防衛協力のための指針」（いわゆる「新ガイドライン」）の展開によっ て作り出

される諸矛盾　　地域住民と軍事基地，地方自治体と中央政府，日本とアメリカ，アメリカと関

係諸国など各レベルでの矛盾　　を克服する基本方向が日本の原水爆禁止運動の展望の中で位置

づけられ，安全保障政策の変革を求める国民運動として発展することが不可欠であろう 。そのた

めには，党派性を超えて原水爆禁止運動に結集している広範な人々が，平和運動への参加を通じ

て国家安全保障政策の実態や政策決定と国民主権の関係について「教育」され（藤原氏の第　ディ

メンシ ョン），いっ そう「エンパワー」される（第＠ディメンシ ョン）ことが必要である。それは ，

政策転換（第Ｏティメンシ ョン）の実現にとっ ての必要条件と言えよう 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　注

１）シャクティ： 「力」の意味

２）核分裂装置 ：いわゆる「原爆」（原子爆弾）

３）熱核装置 ：いわゆる「水爆」（水素爆弾）。 水爆は，火種となる核分裂装置（原爆）の爆発によっ て

　放出される超高圧 ・超高温によっ て重水素化リチウムの核融合反応（熱核反応）を誘発するタイプの

　核兵器

４）低爆発力装置 ：この表現では原爆とも水爆とも判断ができないが，威力から推定して原爆と考えら

　れる 。

５）ケトライ村 ：人口約１５００人。５月１１日の核実験当日の昼頃，兵士が巡回し，「大きな爆発がある 。

　家の中にいてくれ。木が倒れるかもしれないので，木陰にもいないように」と伝えたと報道された

　（１９９８年６月１８日付「朝日新聞」夕刊）。 壁の亀裂の補修費や体の不調に対する治療費の補償がないと

　いう不満に加え，食糧 ・教育 ・医療が不十分なのに核開発に金を使い過ぎるという声がある 。

６）ガンディー：モハンダス ・カラムチャンド ・ガンディ 。１８６９年生まれ。通称 ・マハトマ（偉大な

　魂）。 英国に留学，弁護士となり ，南アのインド系企業の白人による人種差別の実態に触れ，その撤

　廃に努力。帰国後，自治を求めて国民会議派に参加。第１次大戦ではイギリスの「自治」の約束を信

　じて協力したが，戦後の弾圧強化で「非協力不服従運動」を提唱，民族運動の指導者となり ，イギリ

　スの退去を求める。第２次大戦後のインドとパキスタンの分離独立に際してヒンドゥ ，イスラム両教

　徒の融和を訴えたが実らず，１５００万人の難民と暴力の横行で混乱した。ヒンドゥ教徒を厳しく批判し

　て恨みを買い，１９４８年，狂信的信者に暗殺された 。

７）ネルー： インド共和国初代大統領。ケンブリッ ジ大学卒業。帰国後国民会議派に参加，ガンディー

　と協力して反英民族運動を指導。社会主義思想の影響を受け，国民会議派左派勢力の代表的人物 。

　１９２９年，議長。ガンディー引退後は国民会議派の最高指導者となっ た。 ９回にわた って投獄されたが，

　１９４７年の独立と同時に首相兼外相となり国家建設を指導した。アジアの民族主義を代表し，米ソ対立

　の１９５０年代に第３勢力論を基調とする平和外交を積極的に展開した。社会主義型の国家建設は国内地

　主や資本家勢力の抵抗もあ って十分な成果を上げられず，また，中印国境紛争も解決に至らなかった 。

８）ムハンマド ：イスラム教の創始者。５世紀末からアラビアのメッ カを支配したクライシ ュ部族の出

　身。孤児として貧窮の生活を送った後，富裕な未亡人と結婚，隊商の一員として各地に旅行する中で

　キリスト教やユダヤ教に触れた。４０歳の頃ア ッラーの啓示を受け，預言者として布教を開始。メッ カ

　の商業貴族の迫害を受けてイスラム教第２の聖地メジナ（ヘジラ）に移り ，イスラム国家の建設を唱

　えた。６３０年にメ ッカを占領し，アラビア半島の大半を征服した。シリア遠征途上，死去 。

９）イスラム教 ：「イスラーム」の表記の方が原語に近い。本来「自分のすべてを委ねる」ことを意味

　する。委ねる対象はｒア ッラー」であるが，ア ッラーはｒ定冠詞アル十神を意味する普通名詞イラー

　フ」，つまり ，英語のｔｈｅＧｏｄ（唯一なる神）の意。また，イスラーム教は「個の魂の救済」という

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７４２）
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　意味での宗教とは趣を異にし，政治や経済など社会のあり方全般を包含する規範としてあるため ，

　「イスラム教」という表現よりは，単に「イスラーム」と表現した方が適切であるとされる 。

１０）プルトニウム原爆 ：核分裂特性を有する人工放射性核種プルトニウム２３９の原子核分裂に伴うエネ

　ルギーを利用した原爆。天然ウランのＯ ．７％を占めるウラン２３５は原子核分裂特性を有するが ，

　９９．３％を占めるウラン２３８はそのままでは原子核分裂特性を持たない。しかし，ウラン２３８原子が原子

　炉内で中性子１個を吸収するとウラン２３９となり ，さらにべ一タ壊変過程を２度繰り返して，ウラン

　２３９→ネプツニウム２３９→プルトニウム２３９と変化し，核分裂特性を獲得する 。１９４５年８月６日に広島

　に投下された原爆はウラン２３５を原料とするものだったが，同年８月９日に長崎に投下された原爆は

　プルトニウム２３９を原料とした。したがって，プルトニウム２３９の生産のためにはウラン２３８に中性子

　を吸収させるための原子炉を必要とする 。

１１）核燃料サイクル ：ウランの採掘から精錬，燃料棒の製造，原子力発電所の運転，使用済み核燃料の

　再処理，抽出されたウランやプルトニウムの再利用に至るシステム 。

１２）バジパイ首相 ：アタル ・ベハリ ・バジパイ 。１９２４年生まれ。４２年，インド独立運動に参加し，逮捕 ，

　投獄される。ダヤナンド ・アングロ ・ベディッ ク（ＤＡＶ）大学院で政治学修士。民族義勇団（ＲＳＳ）

　に加わり ，５７年，ジャンサン党から下院議員に初当選。７７～７９年，ジャナタ党政権下で外務大臣。８０

　年，インド人民党を結成，初代総裁。９６年５月 ，第１次バジパイ政権成立，わずか１３日で総辞職。９８

　年の選挙で再び第１党となり ，３月１９日に第２次バジパイ政権発足 。

１３）アヨーテイヤーのモスク破壊事件　ハーフリー・ マスシ ソト　モスクを破壊したヒントゥー至上王

　義諸勢力は，同モスクはもともと「ラーマの生誕地に存在したヒンドゥー寺院を破壊した上に築かれ

　たもの」というプロパガンダを展開した。（たとえば，粟屋利江著『イギリス支配とインド社会』２

　頁，山川出版社）

１４）アフガニスタン戦争 ：１９７８年，アフガニスタン共和国で親ソ派がクー デター 翌７９年２月 ，ソ連は

　政権の「ソ連離れ」を恐れ，友好善隣条約を根拠に軍事侵入，アミン政権を倒して親ソ派のカルマル

　政権を樹立。アフガニスタンのゲリラがパキスタンなどを根拠地に激しく抵抗，約１０万のソ連軍は都

　市防衛で守勢に立ち，アメリカにとっ てのベトナム戦争と同様に，ソ連にとっ ての負担となる。国際

　的批判が激化し，１９８０年のモスクワ ・オリンピ ックヘの参加中止国続出。１９８８年，和平協定に基づき

　ソ連軍が撤退 。

１５）シャリフ ・パキスタン首相 ：ナワズ ・シャリフ 。１９４９年生まれ。パンジャブ大学卒業。父親の製鉄

　会杜を発展させ，イティファク財団を築く 。ジアウル ・ハク大統領との親交から政界入り ，８５年，パ

　ンジャブ州首相。８８年，保守連合「イスラム民主同盟」結成。９０年総選挙で圧勝，首相就任。９３年 ，

　汚職を理由に解任されたが，最高裁判所は解任を無効と判定。混乱収拾のため大統領，首相が辞任 。

　９７年２月の下院総選挙で自らが率いるパキスタン ・イスラム教徒連盟（ＰＭＬ）が圧勝，首相復帰 。

１６）連邦制 ：ネルーは，１９５６年に主要言語別に州を再編成する政策を実施。その結果州固有の文化が発

　展したが，統一を守ろうとする連邦政府のｒ中央王義」とカシミール，パンジャフ ，ア ソサム，タミ

　ルナド州などの「地方主義」との綱引きも生じた 。

１７）平和五原則　０領土　王権の尊重，　相互不可侵，　内政不干渉，＠平等互恵，　平和的共存 。

１８）平和十原則 ：０国連憲章尊重，　主権の尊重と領土保全，　諸国民相互の平等，＠内政不干渉，　

　自衛権の尊重，＠集団防衛の排除，¢武力侵略の排除，＠紛争の平和的解決，　協力の促進，＠国際

　的正義と義務の尊重 。

１９）非同明王義＝ネルー（イント），スカルノ（イントネシア），ナセル（エジプト），エンクルマ（カ

　ーナ），チトー（ユーゴスラヴィア）らによっ て主張された政策原則で，いずれの軍事同盟にも加わ

　らず，緊張緩和，民族主義，反植民地主義を主張 。
２０）　ブ ット ・パキスタン前首相 ：ベナジル ・ブ ット 。１９５３年生まれ。故ズルフィカル ・アリ ・ブ ット首

　相の長女。パキスタン人民党総裁。７７年，ジアウル ・ハク陸軍参謀長（後の大統領）のクーデターに

　より軟禁，８４年，イギリス亡命。８６年帰国後軍事政権打倒に取り組み，８８年の選挙に勝ち首相就任 。
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１２０ 立命館経済学（第４７巻 ・第５号）

　９０年，カーン大統領により解任，９３年総選挙に勝ち復帰。９６年レガリ大統領により解任，９７年選挙で

　惨敗 。

２１）中国 ・フランスがこの種の核軍縮条約に参加しなかったことは，それ以前にもあ った。１９６３年８月

　に米英ソ３国によっ て調印された部分的核実験停止条約（ＰＴＢＴ，正式名称は「大気圏内，宇宙空間

　およぴ水中における核兵器実験を停止する条約」）にも中国　フランスは「大国の核独占体制反対」

　の立場から参加しなかった。６３年１０月１０日の発効までに１０８カ国が調印した同条約は，一部の勢力は

　「全面軍縮実現のための第一歩」として歓迎したが，地下核実験は許容されたため核軍備競争を阻止

　することはできなかったことは周知の事実である。なお，部分的核実験停止条約において地下核実験

　を制限対象から除外したことに対する国際的批判が高まっ たため，米ソ両国は，１９７４年７月 ，「地下

　核実験制限条約」という２国問条約に調印した。ＴＮＴ火薬換算で１５０キロトンを越える地下核実験

　を禁止したものだったが，平和目的の地下核実験と区別できないという異論があ った。米ソ両国は ，

　１９７６年５月 ，平和目的の地下核実験も同じ基準で禁止する２国間条約「平和目的地下核実験条約」に

　調印した。検証手段の不十分さゆえに批准が遅れたが，両国は１９９０年６月に「地下核実験検証議定

　書」に調印し，１２月に先の両条約の批准書を交換した。検証手段には岩石中の衝撃波の伝達速度と爆

　発威力の関係を利用した「コーテ ソクス（ＣＯＲＲＴＥＸ）」と呼はれる装置を設置する方法が採用され

　たが，実験が未知の場所で行われる場合には役立たない 。

２２）核兵器国 ：「核兵器の不拡散に関する条約」第９条３項に「この条約の適用上，『核兵器国』とは ，

　１９６７年１月１日前に核兵器その他の核爆発装置を製造しかつ爆発させた国をいう」と規定されている 。

２３）国連安保理核不拡散決議（１９９８年６月６日） ：＜抜粋〉＝０１９９５年のＮＰＴ延長会議で採択された

　「核不拡散と軍縮の原則と目標」に関する文書を想起する。　核保有５カ国がＮＰＴ第６条の核軍縮

　に関する公約を実現するとの決意を歓迎する。　インドとパキスタンの核実験を非難する。＠両国に

　核実験の自制と，すべての国に核爆発実験を行わないよう呼ぴかける。　両国聞の対話再開を促し ，

　カシミール問題を含む緊張の根本的原因に対し解決策を探るよう奨励する。＠核兵器や弾道ミサイル

　の開発と兵器用核分裂物質製造の即時停止を呼びかける。の核やミサイル開発のための機器や技術の

　インド ・パキスタン両国への輸出停止を奨励する。＠両国の核実験が南アジアとその周辺に与える悪

　影響を憂慮する。　インド ・パキスタン両国には核保有国の地位がないことを想起する。＠ＮＰＴと

　ＣＴＢＴに未加盟国がすみやかに加盟するよう促す。＠兵器用核分裂物質生産禁止（カ ソトオフ）条

　約の早期合意をめざし，両国に積極的な交渉参加を促す。インドは「カ ットオフ条約の交渉に参加す

　る」との意向を示している 。

２４）先行する軍備管理 ・軍縮条約が，その後に開発された軍事技術との関係で不都合を来す場合がない

　訳ではない。たとえば，アメリカは１９７０年代の半ば過ぎに中性子爆弾を開発したと見られているが，

　この核兵器技術の新展開と１９６３年の部分的核実験禁止条約とは，一面の矛盾を含んでいたと考えられ

　る。中性子爆弾は熱線や爆風に転化するエネルギーの割合を極小化し，中性子線 ・ガンマ線などの放

　射線として放出されるエネルギーを極大化した核兵器である。すなわち，放射線照射によっ て人問を

　無能力化することを主要な目的とする特殊な小型水爆弾頭である。具体的には，野戦において広い範

　囲に展開する敵の重戦車部隊の上空で爆発させ，放射線によっ て兵士の脳神経を麻痒させることによ

　って任務の遂行を不可能に陥れるような目的で使用されるものと推定されている。したがって，中性

　子爆弾は単発的使用よりは格子状（網の目状）の使用によっ て展開部隊全体の兵士を毎能力化するこ

　とが目指される（Ｊｏｓｅｐｈ　Ｒｏｔｂｌａｔ著， 安斎育郎他訳『核戦争と放射線』東京大学出版会，１９８２年）。

　したがって，性能確認のためには大気中核実験が重要な意味をもつが，アメリカは部分的核実験停止

　条約に束縛されているため，コンピュータ ・シミュレーシ ョンによる評価を行わざるを得なかった 。

　結果として “ＤＳ８６”と言われる新しい線量評価システムが開発され，皮肉にもそれが広島 ・長崎の

　線量一効果関係を抜本的に見直す契機となっ た。

２５）ＣＴＢＴは１９９６年９月１０日に国連総会特別会議で採択された条約であり ，「あらゆる核実験」と「核

　保有国の核開発」を禁止するための条約であるが，核爆発を伴わない実験（臨界前核実験やコンピュ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７４４）
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　一タ ・シミュレーシ ョン）を禁止していないため，核兵器開発を禁止する効果は限定的なものでしか

　なか った 。

　　この条約が発効するためには，核保有５カ国に加えて，イント　パキスタン　朝鮮民王王義人民共

　和国（北朝鮮） ・日本など，核兵器開発能力をもつ４４カ国が調印 ・批准することが条件とされている

　が，インドやパキスタンは不平等としてこれを拒否していた。インドは今回の核実験後，「インド政

　府はＣＴＢＴに何らかの形で参画することを検討する」と発表し，ハキスタンのカーン外相も「イン

　ドが調印すればパキスタンも調印する」と言明していた。しかし，１９９８年６月時点での批准国はわず

　かに１０カ国に過ぎなか った 。

２６）第５２回国運総会における投票行動（圧　×＝反対，△一棄権，○＝賛成）

　　　　　　　　　　　　　　　　　賛反棄米英仏口 　独日印パイ
　　中東での核拡散の危険　　　　１４７ ：２ ：１４　×　○　○　○　　　○　○　△　○　 ×

　　・南半球非核兵器地帯　　　　　１３１ ：３ ：３４　×　 ×　 ×　△　　　△　△　△　○　△

　　インド洋平和地帯　　　　　　１２５ ：３ ：４０　×　 ×　 ×　○　　　△　○　○　○　△

　　・国際司法裁判所の勧告的意見　１１６ ：２６ ：２４　×　 ×　 ×　 ×　　　 ×　△　○　○　 ×

　　・核兵器使用禁止条約　　　　　１０９ ：３０ ：２７　×　 ×　 Ｘ　△　　　×　△　○　○　△

　　・軍縮における国連の役割　　　　１１１ ：４１ ：１２　×　 ×　○　○　　　Ｘ　△　○　○　 ×

　　　　　　　　＜米＝アメリカ ，英＝イギリス，仏＝フランス，口＝ロシア，中＝中国，印＝インド ，

　　　　　　　　パ：パキスタン，イ：イスラエル＞

２７）１９６８年のアメリカの国防報告は，「相互破壊能力，逆に言えは，双方とも破壊を免れる能力をもた

　ないという状況が，戦略核戦争を回避しようとする最大の動機となっ ている」と述べていた 。

２８）この特別総会は国連史上１０回目の特別総会であ ったが，軍縮問題を専議した特別総会としては歴史

　上初めてであ ったため，第１回軍縮特別総会（ＳＳＤ－Ｉ）と呼ばれた 。

２９）　この時の署名は，以下の３点を要請していた 。

　　「再びヒバクシャをつくらないために，核兵器のない平和な世界をつくるために，私たちは次のこ

　とを国運に要請します。０広島 ・長崎の原爆の恐ろしさ，被爆者の苦しみを世界の人びとに知らせる

　こと ，　核兵器を使うことは人道に反する犯罪として禁止すること ，　世界軍縮会議を開き ，一日も

　早く核兵器の実験，使用，製造，貯蔵，拡散，配備を全面的に禁止する条約をつくること」。

　　 この国民署名には原水協，原水禁，核禁会議，青年団，地婦連，生協連，宗教ＮＧＯ，日本科学者

　会議など最も広範な人々が参加した。筆者はこの国連要請署名推進委員会の運営委員の一人であ った

　が，かつてない多彩な団体から講演依頼を受けたことを鮮明に想起することができる。講演は時に日

　本舞踊の師匠の要請による深夜の稽古場だ ったり ，音楽集団が借り切 った昼下がりの喫茶店だ ったり

　　した。また，故 ・中野好夫氏（東京大学名誉教授）から俳句人や文学者の集会での核問題に関する講

　演のための資料の作成を依頼されたりもした。核軍備競争が激化する一方で，原水爆禁止運動が分裂

　状態にあることに対する危機意識が多くの人々によっ て共有されていた状況のもとで，ＮＧＯ被爆問

　題国際シンポジウム，国連要請署名，ＳＳＤ－Ｉへの取り組みという具体的な課題が提起され，反核運

　動への共同の機運を一気に盛り上げたと考えられる 。

３０）１９８７年以降，原水協，原水禁がかかわる世界大会がそれぞれ開催されてきたが，筆者は日本原水協 ，

　全国労働組合総連合，全日本教職員組合，日本私立大学教職員組合連合会，全司法労働組合，全国合

　唱団運絡会議，日本婦人団体連合会，日本平和委員会，日本中国友好協会，日本患者同盟，日本国家

　公務員労働組合連合会，日本映画放送産業労働組合，日本科学者会議，日本宗教者平和協議会，日本

　医療労働組合連合会，自由法曹団，新日本医師協会，全日本レクリエーシ ョンリーダー会議，日本母

　親大会連絡会，平和　民王王義　革新統一をすすめる全国懇話会，全日本学生自治会総連合，全国大

　学院生協議会など１００近い団体によっ て構成される原水爆禁止世界大会実行委員会主催の世界大会に

　参加してきた立場にある 。１９９８年の世界大会には１９カ国，３１各国団体および３国際団体から合わせて

　６０名の海外代表が参加している 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７４５）



１２２　　　　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４７巻 ・第５号）

３１）原水爆禁止世界大会は１９７７年～１９８５年の期問は統一開催されていたが，この時期の大会の主張につ

　　いては，拙著「核兵器廃絶の展望と日本の原水爆禁止運動」（立命館経済学，第３５巻，第４号，６６５～

　　 ６９３頁，１９８６年）を参照されたい。この期問の世界大会は考え方を異にする広範な人々によっ て担わ

　　れていたから，大会の決議的文書において確認された王張占は，いわは日本の原水爆禁止運動の最大

　　公約数的なものと考えることができる。７７年～８５年の再統一期の大会が採択した文書の基本的要求は
，

　　以下のごとくである 。

　　　１９７７年　全面的に核兵器を禁止する国際条約の締結

　　　 １９７８年　核兵器全面禁止国際協定（核兵器完全禁止国際条約）の締結

　　　 １９７９年　核兵器の実験 ・使用 ・製造 ・貯蔵および配備を全面的に禁止する国際条約の締結

　　　１９８０年　核兵器完全禁止国際条約の締結

　　　 １９８１年　全般的完全軍縮のための拘束力のある軍縮条約の実現

　　　 １９８２年　核兵器完全禁止を最優先課題とする拘束力のある軍縮計画の策定，実行

　　　 １９８３年　核兵器の研究 ・開発 ・実験 ・製造 ・貯蔵 ・配備 ・使用の完全な禁止

　　　 １９８４年　核兵器の実験 ・研究 ・開発 ・生産 ・配備 ・貯蔵 ・拡散 ・使用の一切の禁止

　　　 １９８５年　核兵器の研究 ・開発 ・実験 ・生産 ・保有 ・貯蔵 ・配備 ・拡散 ・使用の一切を禁止する拘束

　　　　　　　力のある条約（核兵器完全禁止国際協定）の締結

　　　 １９８１年の世界大会宣言は「全般的完全軍縮」（ｇｅｎｅｒａ１ａｎｄ ｃｏｍｐ１ｅｔｅｄ１ｓａｍａｍｅｎｔ）という一般的

　　表現にとどまっ ているように思われるが，同宣言には併せて「核兵器使用禁止国際協定の締結，核兵

　　器その他の大量殺毅兵器の研究 ・開発 ・製造 ・配備の即時モラトリアム，核実験全面禁止条約の締

　　結」などが要求されている。各年の大会文書の表現が異なるのは，日本側起草委員（具体的には，ア

　　 メリカ研究者の陸井三郎氏と筆者）によっ て作成された原案が多数の海外代表を含む数十人から（多

　　い場合には）１００人規模の起草委員会での複雑かつ困難な合意形成過程で修正を受けるためであるが
，

　　第２回国連軍縮特別総会を翌年に控えた１９８１年の大会文書には，とりわけアメリカで盛んに取り組ま

　　れていた「核凍結運動（ｎｕｃ１ｅａｒ　ｆｒｅｅｚｅ　ｍｏｖｅｍｅｎｔ）」の活動家たちの意見がかなり反映されている
。

　　 これらの文書はその性格上「国際文書」であるが，起草作業は日本側の主導で行われる上，日本の諸

　　団体の合意なしには成立し得ないものであり ，日本の原水爆禁止運動関係者の合意水準を反映したも

　　のと考えることができる。なお，最終文書は「多数決」によっ てではなく「コンセンサス」によっ て

　　採択された 。

３２）同決議は国際司法裁判所の勧告的意見（“Ａｄｖ１ｓｏｒｙ　Ｏｐｍ１ｏｎ　ｏｆ　ｔｈｅ　Ｉｎｔｅｍａｔｍａ１Ｃｏｕｒｔ　ｏｆ　Ｊｕｓｔ１ｃｅ

　　ｏｎｔｈｅ　Ｌｅｇａ１ｉｔｙｏｆｔｈｅ　Ｔｈｒｅａｔ　ｏｒ Ｕｓｅ　ｏｆ　Ｎｕｃ１ｅａｒ Ｗｅａｐｏｎｓ”）を踏まえて，以下の４点を要求してい

　　 る。 Ｏ国際司法裁判所の全員一致の結論，すなわち，厳格かつ有効な国際的管理のもとで，あらゆる

　　面で核軍縮を実現するための交渉を誠実に遂行し，完遂する義務を負うことを強調する，　すべての

　　加盟国がその義務を果たすため，核兵器の開発 ・生産 ・実験 ・配備 ・貯蔵 ・移転 ・威嚇および使用を

　　禁止し，それらを廃絶するための核兵器禁止条約の早期締結にむけて，１９９８年に多国問交渉を開始す

　　 る， 　すべての加盟国がこの決議および核軍縮の履行にむけて行なっ た努力や対策を事務総長に報告

　　し，事務総長は第５３回総会にそれらについて報告することを要請する，＠第５３回総会の暫定議題に

　　「核兵器による威嚇とその使用の合法性に関する国際司裁判所の勧告的意見についての事後経過」と

　　いう項目を含めることを決定する 。

３３）ギャロソ プの世論調査は “Ｎｕｃ１ｅａｒ Ｆｒｅｅ　Ｌｏｃａ１Ａｕｔｈｏｒ１ｔ１ｅｓ” の依頼によっ て行われたもので ，１９９１

　　年９月以来，核兵器に反対する人々の割合は増加の一途をたどっている。ドイツおよびカナダの調査

　　結呆はＪａｎｅｔ　Ｂｒｏｏｍ｛ｅｌｄ＜ｊｂ１ｏｏｍ６ｅ１ｄ＠ｇｎ　ａｐｃ　ｏｒｇ〉より入手。トイノの世論調査は，核戦争防止

　　国際医師会議ドイツ支部が計画したもので，「核兵器は基本的に国際法に違反するものであり ，生産

　　も貯蔵もすべきではない」という意見が９３％，「ドイッ国内の核兵器は直ちになくすべきだ」という

　　意見が８７％であ った。カナタの世論調査は “Ａｎｇｕｓ　Ｒｅ１ｄ” によるもので，「イントやパキスタンなと

　　の国々が核兵器を保有することは受容できない」とする意見が９１％を占めた 。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（７４６）
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３４）『月刊保団連』１９９７年８月号，２５頁 。

３５）核兵器の違法性に関する国際司法裁判所の審理においても ，日本政府は「広島 ・長崎の原爆投下も

　含めて国際法違反であるとは言い切れない」ことを主張する予定であ ったが，国会審議を通じて，こ

　の表現は削除された。国際司法裁判所の審理過程では広島 ・長崎市長が証言する機会が設けられたが ，

　日本政府は当初そのような機会を作ることを考えていなかった

３６）原爆被爆者対策基本問題懇談会は，大河内一男（東兄大学名誉教授），緒方彰（ＮＨＫ解説委員） ，

　茅誠司（東京大学名誉教授），久保田きぬ子（東北学院大学教授），田中二郎（元最高裁判所判事） ，

　西村熊雄（元フランス大使），御園生圭輔（原子力安全委員会委員）の７氏で構成された。１９７９年１

　月の社会保障制度審議会の答申（基本理念を明確にするための専門家組織を設けるべきことを提言）

　および同年４月２５日の衆議院社会労働委員会の同趣旨の決議を背景に発足したもの 。

３７）たとえば，ジーン ・Ｒ ・ラロッ ク退役海軍少将（第７艦隊の旗艦プロビデンス号の元艦長。国防総

　省の戦略計画部門に在籍。後に国防情報センター所長）は，１９７４年９月１０日 ，アメリカ上下両院合同

　原子力委員会　軍事利用小委員会の核兵器拡散に関する聴聞会で次のように証言している。「わが空

　母は核能力がある。核兵器を積載できる。核兵器はその他にフリゲート艦，駆逐艦，潜水艦その他多

　種多様な艦艇にも積載でき ，そして多くの場合，いやほとんどの場合，現実に積載されている。私の

　経験からすれば，核兵器を積載する能力のある艦艇は，どんな艦艇でも核兵器を積載している。これ

　　らの艦艇は日本なり ，その他の国なり外国の港に入るとき核兵器を降ろさない」。 また，１９８１年５月

　以降，エドウィン ・ライシャワー元駐日アメリカ大使は，「軍艦や航空機による核兵器の領海通過や

　一時寄港をアメリカは「持ち込み」とは考えてこなかったし，このことは日本政府にも伝えてある」

　　と述べたが，さらに，同年５月２２日のワシントンでの記者会見では，「岩国基地沖に長期停泊してい

　た揚陸艦サン ・ホアキン ・カウンティ号には，艦上攻撃機用の１．１メガトン水爆が数十発積載され

　ていたこと」や，「日本の限られた政治家たちはアメリカの航空母艦が核兵器を積載したまま日本に

　入港していることを知らされていた」ことなどを証言した。１９６９年１１月の日米共同声明に際しては ，

　有事の際の核持ち込みを約東した秘密文書が佐藤 ・ニクソン両首脳問で取り交わされていたことも明

　　らかにされている（若泉敬著『他策ナカリシト信ゼムト欲ス』）。

３８）　ＮＣＮＤ＝“ ｎｅｌｔｈｅｒ　ｃｏｎ丘ｒｍ，ｎｏｒ　
ｄｅｎｙ ”

３９）高知県において非核条例化を求める意見書の採択や決議は，県下５３自治体中３４自治体においてなさ

　れている 。

４０）“ Ｂｕｌ１ｅせｎｏｆｔｈｅＡｔｏｍｉｃ Ｓｃｉｅｎｔｉｓｔｓ”（１９９７年１１ ・１２月号）によれば，実戦配備中の核弾頭，予備の

　核弾頭，解体待ちの核弾頭を合わせて３６１１０発と推定されている 。

４１）最近の例では，１９９９年１月４日 ，中村正三郎法務大臣が法務省の賀詞交換会の挨拶の中で，「日本

　　人は連合軍から国の交戦権は認めない，自衛もできない，軍隊も持てないような憲法をつくられて ，

　　それが改正できないというなかでもがいている」と発言して問題となっ た。

４２）『原水爆禁止世界大会の記録１９９８』（原水爆禁止世界大会実行委員会）１２４頁

４３）過去の日本の原水爆禁止運動における主な署名運動の集約数

　　　１９５０年ストッ クホルム ・アピール署名（原子兵器を最初に使う者を犯罪者とする）６４５万人

　　　１９５４～５５年　原水爆禁止署名（ビキニ被災事件時）約３４００万人

　　　１９７８年　ＳＳＤ－Ｉ（核兵器全面禁止要請署名）約２０００万人

　　　１９８２年　ＳＳＤ－ＩＩ（核兵器全面禁止要請署名）約２８００万人

　　　１９９０～９４年　被爆者援護法の制定を求める署名　約１０００万人

４４）１９９６年４月１７日 ，橋本龍太郎首相（当時）とクリントン米大統領の合意で発表されたもの。主要な

　　内容は，¢日米安保は２１世紀へのアジア太平洋地域の安定と繁栄の基礎，　日米防衛協力のガイドラ

　　インの見直し，　沖縄米軍基地の整理 ・統合 ・縮小の推進 。

（７４７）
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